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地
方
行
政
委
員
会
（
委
員

長
＝
川
崎
彰
治
北
広
島
市
議

会
議
長
）
は
２
月
15
日
、
全

国
都
市
会
館
で
第
１
６
４
回

委
員
会
を
開
催
。
今
年
度
の

要
望
結
果
概
要
に
つ
い
て
報

告
し
、
次
年
度
へ
の
申
し
送

り
事
項
を
決
定
し
た
。

要
望
結
果
概
要
で
は
、
今

年
度
に
求
め
て
き
た
▽
多
様

な
人
材
の
市
議
会
へ
の
参
画

促
進
▽
地
方
創
生
の
推
進
▽

過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展
▽

自
治
体
デ
ジ
タ
ル
・
ト
ラ
ン

ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
（
Ｄ

Ｘ
）
推
進
へ
の
支
援
等
▽
消

防
防
災
体
制
の
充
実
強
化
―

な
ど
の
要
望
項
目
に
つ
い
て
、

国
の
動
き
な
ど
を
報
告
し
た
。

多
様
な
人
材
の
市
議
会
へ

の
参
画
促
進
に
つ
い
て
は
、

昨
年
12
月
10
日
に
成
立
し
た

地
方
自
治
法
の
一
部
改
正
で

兼
業（
請
負
）禁
止
要
件
の
緩

和
、
災
害
時
等
の
議
会
の
招

集
日
の
変
更
に
つ
い
て
実
現

し
た
。ま
た
、第

33
次
地
方
制
度

調
査
会
が
12
月

21
日
に
取
り
ま

と
め
た
「
多
様

な
人
材
が
参
画

し
住
民
に
開
か

れ
た
地
方
議
会

の
実
現
に
向
け

た
対
応
方
策
に

関
す
る
答
申
」

川崎委員長
（北広島市）

に
、
地
方
議
会
の
位
置
付
け
、

地
方
議
会
の
役
割・責
任
、議

員
の
職
務
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ

れ
明
記
さ
れ
た
（
上
表
参
照
、

第
２
２
１
４
、２
２
１
７
号

掲
載
）。
今
後
、同
答
申
を
踏

ま
え
た
地
方
自
治
法
の
改
正

が
行
わ
れ
る
見
込
み
。

地
方
創
生
の
推
進
に
つ

い
て
は
、
政
府
の
「
ま
ち
・

ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦

略
」
が
抜
本
的
に
改
訂
さ
れ
、

令
和
5
年
度
を
初
年
度
と
す

る
5
カ
年
の
「
デ
ジ
タ
ル
田

園
都
市
国
家
構
想
総
合
戦

後藤準全国商工会連合会常務理事に対して要望書を手交

尾
身
朝
子
総
務
副
大
臣

及
び
本
会
の
清
水
富
雄
会
長

（
横
浜
市
会
議
長
）
を
は
じ

め
と
す
る
議
会
三
団
体
の
代

表
は
３
月
１
日
、
第
33
次
地

方
制
度
調
査
会
の
答
申
等
を

踏
ま
え
、
全
国
商
工
会
連
合

会
に
対
し
て
、
地
方
議
会
議

員
の
立
候
補
環
境
の
整
備
に

つ
い
て
要
請
し
た
。

今
回
の
要
請
は
、
1
月
26

日
に
経
団
連
な
ど
に
対
す
る

要
請
（
本
紙
第
２
２
１
８
・

9
号
参
照
）
に
引
き
続
い
て

行
っ
た
も
の
。

要
請
先
で
は
、
尾
身
総
務

副
大
臣
の
要
請
の
の
ち
、
議

会
三
団
体
の
代
表
が
そ
れ
ぞ

れ
要
請
し
た
。

地方行政
委 員 会

多
様
な
人
材
の
参
画
促
進

地
方
自
治
法
改
正
に
つ
な
が
る

「議員との副業・兼業を可能に」
就業規則見直し

全国商工会連合会へ要請全国商工会連合会へ要請
総務省・議会三団体総務省・議会三団体

女性や若者を含む幅広い会社員層から地
方議会の議員に立候補しやすい環境を整
える必要がある。
各事業者におかれては、就業規則に議員
との副業・兼業を認めていただくととも
に、その際には、議員活動のための休職
や任期満了後の復職についても併せて考
慮していただきたい。

【
要
請
参
加
者
】

▽
尾
身
朝
子
総
務
副
大
臣

▽
清
水
富
雄
全
国
市
議
会
議

長
会
会
長

▽
南
雲
正
全
国
町
村
議
会
議

長
会
会
長

▽
青
木
信
之
全
国
都
道
府
県

議
会
議
長
会
事
務
総
長

•
•
 •

 •
 •

 •
•

清水会長発言要旨

地方自治法の一部改正
◆地方議員の兼業（請負）禁止要件の

緩和
◆災害時等に議会招集日を変更可能に

第33次地方制度調査会答申
◆地方議会の位置付け…議事機関と
して住民が選挙した議員をもって
組織される

◆地方議会の役割・責任…地方公共
団体の重要な意思決定に関する事
件を議決する

◆議員の職務…議会の権限の適切な
行使に資するため、住民の負託を受
け、誠実に職務を行う

地方議会関係の実現事項
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略
」が
策
定
さ
れ
、デ
ジ
タ
ル

の
力
を
活
用
し
て
地
方
創
生

を
加
速
化・深
化
さ
せ
、「
全

国
ど
こ
で
も
誰
も
が
便
利
で

快
適
に
暮
ら
せ
る
社
会
」
を

目
指
す
と
さ
れ
た
。

過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展

に
つ
い
て
は
、
令
和
５
年
度

総
務
省
予
算
案
で
「
過
疎
地

域
の
持
続
的
発
展
に
向
け
た

取
組
へ
の
支
援
」
に
前
年
度

同
額
の
４
億
円
が
計
上
さ
れ

た
ほ
か
、
令
和
５
年
度
地
方

債
計
画
で
は
過
疎
対
策
事
業

債
及
び
辺
地
対
策
事
業
債
に

つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
前
年
度

を
上
回
る
額
が
計
上
さ
れ
た
。

自
治
体
Ｄ
Ｘ
推
進
へ
の
支

援
等
に
つ
い
て
は
、
令
和
５

年
度
総
務
省
予
算
案
で
自
治

体
Ｄ
Ｘ
の
推
進
に
３・９
億

円
が
計
上
さ
れ
た
ほ
か
、
新

規
に
自
治
体
に
お
け
る
デ
ジ

タ
ル
人
材
の
確
保
・
定
着
支

援
事
業
と
し
て
０・８
億
円

計
上
さ
れ
た
。
こ
の
新
規
事

業
で
「
デ
ジ
タ
ル
人
材
確
保

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
仮
称
）」

の
策
定
や
自
治
体
向
け
説
明

会
、
民
間
人
材
サ
ー
ビ
ス
会

社
等
と
連
携
し
た
伴
走
支
援

を
実
施
す
る
と
し
て
い
る
。

消
防
防
災
体
制
の
充
実
強

化
に
つ
い
て
は
、
令
和
５
年

度
消
防
庁
予
算
案
で
緊
急
消

防
援
助
隊
設
備
整
備
費
補
助

金
49
・
９
億
円
（
前
年
度
同

額
）
が
計
上
さ
れ
た
。

講
師
説
明
で
は
、
内
閣
官

房
デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家

構
想
実
現
会
議
事
務
局
の
白

水
伸
英
参
事
官
が
「
デ
ジ
タ

ル
田
園
都
市
国
家
構
想
総
合

戦
略
等
の
概
要
」、総
務
省
自

治
行
政
局
の
田
中
聖
也
行
政

課
長
が
「
地
方
議
会
の
課
題

へ
の
対
応
に
つ
い
て
」
と
題

し
て
そ
れ
ぞ
れ
説
明
し
た
。

要
望
結
果
概
要
で

は
、
今
年
度
の
要
望

項
目
に
沿
っ
て
、
政

府
予
算
の
動
向
等
に

つ
い
て
報
告
し
た
。

医
療
保
険
制
度
及

び
少
子
化
対
策
等
に

つ
い
て
は
、
令
和
５

年
１
月
27
日
に
出
産

育
児
一
時
金
に
関
係

す
る
政
令
が
閣
議
決

定
さ
れ
た
こ
と
に
よ

り
、
出
産
育
児
一
時

金
の
額
が
42
万
円
か

ら
50
万
円
に
引
き
上

げ
ら
れ
、
過
去
最
大

の
大
幅
な
増
額
が
実

現
し
た
。

令
和
５
年
４
月
に
発
足
す

る
こ
ど
も
家
庭
庁
の
令
和
５

年
度
予
算
案
は
４・８
兆
円

近藤委員長（安城市）

社
会
文
教
委
員
会
（
委
員

長
＝
近
藤
之
雄
安
城
市
議
会

議
長
）
は
２
月
13
日
、
全
国

都
市
会
館
で
第
１
７
６
回
委

員
会
を
開
催
。

冒
頭
、
欠
員
と
な
っ
て
い

た
副
委
員
長
に
篠
原
和
代
観

音
寺
市
議
会
議
長
を
選
任
。

今
年
度
の
要
望
結
果
概
要
に

つ
い
て
報
告
し
、
次
年
度
へ

の
申
し
送
り
事
項
を
決
定
し

た
。

計
上
さ
れ
た
。
同
庁
は
、
結

婚
、
妊
娠
、
出
産
、
子
育
て

関
連
や
、
子
育
て
の
環
境
整

備
、
社
会
福

祉
の
分
野
な

ど
、
年
齢
や

制
度
の
壁
を

克
服
し
た
切

れ
目
な
い
包

括
的
支
援
に

取
り
組
む
と

し
て
い
る

（
上
図
）。

ま
た
、
厚

生
労
働
省
は

令
和
４
年
度

第
二
次
補
正

予
算
に
お
い

て
「
出
産
・

子
育
て
応
援

交
付
金
」
を

創
設
（
令
和
５
年
度
以
降
は

こ
ど
も
家
庭
庁
に
移
管
）
し
、

妊
娠
初
期
か
ら
出
産
・
子
育

て
ま
で
一
貫
し
た
伴
走
型
相

談
支
援
と
、
妊
娠
期
と
出
産

時
に
計
10
万
円
相
当
を
給
付

す
る
経
済
的
支
援
を
行
う
と

し
た
。

地
域
医
療
施
策
に
つ
い
て

は
、
前
年
度
に
続
き
地
域
医

療
介
護
総
合
確
保
基
金
に
よ

り
、
地
域
医
療
構
想
の
実
現

に
向
け
た
病
床
の
機
能
分

化
・
連
携
等
に
関
す
る
取
り

組
み
へ
の
支
援
が
行
わ
れ
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
対
策
に
つ
い
て
は
、

令
和
４
年
度
厚
生
労
働
省

第
二
次
補
正
予
算
で
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

緊
急
包
括
支
援
交
付
金
に

結

婚

支

援

妊
娠
相
談
・
支
援

妊
産
婦
支
援（
産
後
ケ
ア
含
む
）

いじめ・不登校
・地域におけるいじめ防止対策の体制構築の推進

高校教育
（特別支援学校を含む） 大学等

幼稚園
（特別支援学校を含む）

認定こども園・保育所
・認定こども園向け補助金の一元化
就学前こども育ち指針
の策定
母子保健
児童手当（15歳まで）
こどもの安全（事故防止、災害共済給付、性被害防止等）

困難な状況にあるこども支援 （児童虐待、貧困、ひとり親、ヤングケアラー、障害児 、高校中退、非行等）

こどもの居場所
（こどもの居場所づくり 指針の策定）
（放課後 児童クラブ 、 児童館 、 こども食堂 、 
学習支援の場 、 青少年センター等）

・居場所づくり支援モデル事業

・こども関連業務従事者の性犯罪歴
等 確認の仕組み（日本版 DBS）

こどもの意見聴取と政策への反映
こどもに対する医療周産期医療

義務教育
（特別支援学校を含む）

結婚 妊娠 18歳
以 降

　　は、こども家庭庁準備室として新たに取り組むもの
・赤字は主な新規事業

新

新

新

妊娠期
～産後 乳幼児期（～5歳） 学齢期以降（6歳～）

新

子育て支援（未就園児含む）
（地域子育て支援拠点、ファミリー
・サポート・センター等）

・伴走型の支援
・定期預かりモデル事業

新
新

新

（令和５年度こども家庭庁関連当初予算案資料から抜粋）

〇年齢や制度の壁を克服した切れ目ない
　包括的支援イメージ

1
兆
５
１
８
９
億
円
が
確
保

さ
れ
、
緊
急
に
必
要
と
な
る

感
染
拡
大
防
止
や
医
療
提
供

体
制
等
の
強
化
を
図
る
た
め
、

受
入
病
床
の
確
保
、
療
養
体

制
の
確
保
な
ど
の
取
組
に
つ

い
て
、
地
域
の
実
情
に
応
じ

て
着
実
に
実
施
で
き
る
よ
う

包
括
的
な
支
援
が
行
わ
れ
る
。

文
教
施
策
に
つ
い
て
は
、

Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
運
営
支

援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化
に

関
す
る
予
算
が
文
部
科
学
省

の
令
和
４
年
度
第
二
次
補
正

予
算
及
び
５
年
度
予
算
案
で

大
幅
に
増
額
さ
れ
た
。
こ
れ

に
よ
り
、
地
域
な
ど
に
よ
り

差
が
あ
る
学
校
の
端
末
整

備
・
活
用
が
サ
ポ
ー
ト
さ
れ
、

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
学
習
に
活

用
し
た
子
ど
も
の
学
び
の
Ｄ

社会文教
委 員 会

こ
ど
も
家
庭
庁 
発
足

年
齢
や
制
度
の
壁
超
え
た
少
子
化
対
策
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Ｘ
を
実
現
し
て
い
く
た
め
の

支
援
基
盤
が
構
築
さ
れ
る
。

ほ
か
、
教
職
員
の
働
き
方
改

革
に
つ
い
て
所
要
額
が
計
上

さ
れ
た
。

講
師
説
明
で
は
、
厚
生
労

働
省
大
臣
官
房
の
熊
木
正
人

会
計
課
長
、
文
部
科
学
省
大

臣
官
房
の
髙
谷
浩
樹
会
計
課立脇委員長（松江市）

産
業
経
済
委
員
会
（
委
員

長
＝
立
脇
通
也
松
江
市
議
会

議
長
）
は
２
月
10
日
、
全
国

都
市
会
館
で
第
１
７
６
回
委

員
会
を
開
催
。
今
年
度
の
要

望
結
果
概
要
に
つ
い
て
報
告

し
、
次
年
度
へ
の
申
し
送
り

事
項
を
決
定
し
た
。

要
望
結
果
概
要
で
は
、
今

年
度
の
要
望
項
目
で
あ
る
▽

農
林
水
産
業
共
通
対
策
▽
農

業
振
興
対
策
▽
中
小
企
業
振

興
対
策
等
▽
資
源
・
エ
ネ
ル

ギ
ー
対
策
―
な
ど
に
つ
い
て
、

政
府
予
算
の
動
向
等
を
報
告

し
た
。

農
林
水
産
業
共
通
対
策
に

つ
い
て
は
、
令
和
５
年
度
農

林
水
産
省
予
算
案
で
農
林
水

産
物
の
輸
出
拡
大
に
１
０
９

億
円
が
計
上
さ
れ
た
（
令
和

4
年
度
第
二
次
補
正
予
算
で

４
２
６
億
円
）。
農
林
水
産

物
・
食
品
の
輸
出
額
を
２
０

２
５
年
ま
で
に
２
兆
円
と
す

る
目
標
を
前
倒
し
で
達
成
し
、

中
小
企
業
振
興

対
策
等
に
つ
い
て

は
、
令
和
4
年
度

経
済
産
業
省
第
二

次
補
正
予
算
で
厳

し
い
経
営
環
境
を

克
服
す
る
た
め
の

資
金
繰
り
支
援
と

し
て
２
９
８
１
億

円
が
確
保
さ
れ
た

ほ
か
、
事
業
承
継

支
援
、
地
域
商
業

の
振
興
、
下
請
け

中
小
企
業
の
保
護

な
ど
に
つ
い
て
も

（令和５年度農林水産関係予算案資料から抜粋）

令
和
４
年
度
第
二
次
補
正
予

算
及
び
５
年
度
予
算
案
で
所

要
額
が
計
上
さ
れ
た
。

資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

に
つ
い
て
、
経
済
産
業
省

は
、
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向

け
て
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

に
つ
い
て
、
地
域
と
共
生
可

能
な
事
業
規
律
の
強
化
を
前

提
と
し
て
▽
太
陽
光
▽
風
力

▽
地
熱
▽
水
力
▽
バ
イ
オ
マ

ス
―
と
い
っ
た
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
促
進
、
こ

れ
ら
を
支
え
る
系
統
整
備
の

加
速
や
蓄
電
池
・
水
電
解
装

置
を
含
め
た
調
整
力
の
確
保

を
進
め
る
方
針
を
示
し
、
令

和
４
年
度
第
二
次
補
正
予
算

及
び
５
年
度
予
算
案
で
関
連

施
策
等
の
推
進
に
係
る
各
項

目
の
所
要
額
を
計
上
し
た
。

講
師
説
明
で
は
、
経
済
産

業
省
大
臣
官
房
の
坂
本
里
和

会
計
課
長
、
農
林
水
産
省
大

臣
官
房
予
算
課
の
小
原
啓
吾

課
長
補
佐
が
両
省
の
令
和
５

年
度
予
算
案
に
つ
い
て
説
明

し
た
。

産業経済
委 員 会

２
０
３
０
年
ま
で
に
5
兆
円

と
す
る
目
標
の
達
成
に
向
け

た
取
り
組
み
が
加
速
化
さ
れ

る
（
左
グ
ラ
フ
参
照
）。

農
業
振
興
対
策
に
つ
い
て

は
、
令
和
５
年
度
農
林
水
産

省
予
算
案
に
お
い
て
、
40
歳

代
以
下
の
農
業
従
事
者
の
拡

大
を
目
標
に
、「
新
規
就
農

者
育
成
総
合
対
策
」
と
し
て
、

１
９
２
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、
農
地
の
集
約
化
や
農

地
利
用
の
最
適
化
の
推
進
の

支
援
な
ど
に
つ
い
て
所
要
額

が
計
上
さ
れ
た
。

農
林
水
産
物 

輸
出
拡
大

２
兆
円
目
標
を
前
倒
し
へ

抗 議 声 明
本日、北朝鮮は、我が国の排他的経済水域

（ＥＥＺ）内に落下したと推定される弾道ミサイル
を発射した。これまでの弾道ミサイルの度重なる
発射も含めた一連の行動は、日本、アジアだけ
でなく国際社会の平和と安全を脅かす、決して
許せない暴挙である。
今回の発射は、我が国領土の近接する箇所
への着弾であり、我が国の船舶、さらには、領
海、領土に影響を与えかねない、許されない暴
挙、蛮行と言わざるを得ない。また、国連にお
ける強い制裁措置の決議を無視し、関連する国
連安保理決議に反する行為を繰り返す北朝鮮
の行動に対し、国民は極めて強い憤りと不安を
覚えている。
ここに、我が国の地方自治体を代表して、北
朝鮮による弾道ミサイル発射に対して厳重に抗
議するとともに、日本及び周辺国の安全を大きく
損ない地域の平和・安全を脅かす挑発行為の
即刻中止と、拉致被害者の即時帰国を強く求め
る。

地方六団体
全国知事会会長	 平井伸治
全国都道府県議会議長会会長 柴田正敏
全国市長会会長	 立谷秀清
全国市議会議長会会長	 清水富雄
全国町村会会長	 荒木泰臣
全国町村議会議長会会長	 南雲　正

本
会
を
は
じ
め

と
す
る
地
方
六
団

体
は
２
月
18
日
、

北朝鮮弾道ミサイル発射へ抗議北朝鮮弾道ミサイル発射へ抗議

北
朝
鮮
に
よ
る
弾
道
ミ
サ
イ

ル
発
射
に
対
し
、
厳
重
な
抗

議
の
意
を
表
す
る
た
め
、
会

地 方
六 団 体

長
連
名
で
抗
議
文
を
発
表

し
た
（
左
掲
）。

長
が
両
省
の
令
和
５
年
度
予

算
案
に
つ
い
て
説
明
し
た
。
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伊丹市役所新庁舎
（写真提供＝伊丹市）

議場
（同左）

新
庁
舎
落
成

中村委員長（南城市）

建設運輸
委 員 会

事
前
防
災
対
策
に
重
点

流
域
治
水
対
策
を
強
力
に
推
進

建
設
運
輸
委
員
会
（
委
員

長
＝
中
村
直
哉
南
城
市
議
会

議
長
）
は
２
月
21
日
、
全
国

都
市
会
館
で
第
１
７
６
回
委

員
会
を
開
催
。
今
年
度
の
要

望
結
果
概
要
に
つ
い
て
報
告

し
、
次
年
度
へ
の
申
し
送
り

事
項
を
決
定
し
た
。

要
望
結
果
概
要
で
は
、
▽

自
然
災
害
対
策
▽
各
種
交
通

基
盤
整
備
▽
都
市
基
盤
整
備

▽
観
光
施
策
―
の
各
項
目
に

つ
い
て
、
政
府
予
算
の
動
向

等
に
つ
い
て
報
告
し
た
。

自
然
災
害
対
策
に
つ
い
て

は
、▽
台
風・豪
雨
対
策
▽
地

震
・
津
波
対
策
等
▽
災
害
復

旧
・
復
興
支
援
▽
災
害
対
応

の
充
実
強
化
―
な
ど
に
つ
い

て
求
め
て
き
た
。

国
土
交
通
省
で
は
、
災
害

後
の
復
旧
や
被
災
者
の
生
活

再
建
に
係
る
負
担
、
社
会
経

済
活
動
へ
の
影
響
の
軽
減
に

つ
な
が
る
と
し
て
、
事
前
防

災
対
策
に
重
点
を
置
い
て
い

る
。
こ
れ
に
よ
り
、
近
年
の

豪
雨
・
台
風
災
害
に
対
し
計

画
的
な
整
備
や
維
持
管
理
し

て
き
た
箇
所
で
被
害
が
大
幅

に
軽
減
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、

災
害
に
屈
し
な
い
強
靱
な
国

土
づ
く
り
の
た
め
の
防
災
・

減
災
、
国
土
強
靱
化
の
強
力

な
推
進
に
つ
い
て
は
、
「
防

災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の

た
め
の 

５
か

年
加
速
化
対

策
（
令
和
2
年

12
月
11
日
閣
議

決
定
）」
に
基

づ
き
、
流
域
治

水
対
策
、
道
路

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
機
能
強
化
対

策
、
鉄
道
、
港

湾
、
空
港
等
の

耐
災
害
性
強
化

対
策
、
予
防
保
全
型
イ
ン
フ

ラ
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
へ
の
転
換

に
向
け
た
老
朽
化
対
策
な
ど

に
つ
い
て
、重
点
的・
集
中
的

に
取
り
組
ん
で
い
る
。

特
に
、
中
小
河
川
を
含
め

た
洪
水
氾
濫
を
防
ぐ
た
め
、

河
川
上
流
の
森
林
整
備
か
ら

治
水
ダ
ム
、遊
水
地
整
備
、河

道
堀
削
な
ど
様
々
な
対
策
に

つ
い
て
、あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が

協
働
し
て
行
う
流
域
治
水
対

策
（
左
図
）
を
強
力
に
推
進
。

令
和
5
年
度
予
算
案
と
し
て

５
４
０
６
億
円
、
令
和
４
年

度
第
二
次
補
正
予
算
２
１
１

０
億
円
と
合
わ
せ
て
７
５
１

６
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
、

首
都
直
下
地
震
、日
本
海
溝・

千
島
海
溝
周
辺
海
溝
型
地
震

対
策
等
の
推
進
で
は
、
同
1

６
３
７
億
円
、
令
和
４
年
度

第
二
次
補
正
予
算
１
０
１
１

億
円
と
合
わ
せ
て
２
６
４
８

億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
ほ
か
、
耐
震
化
の
促

進
の
た
め
、
密
集
市
街
地
等

に
お
け
る
建
替
え
や
改
修
等

の
防
災
対
策
、
無
電
柱
化
の

推
進
、
住
宅
、
建
築
物
の
耐

震
改
修
等
の
取
組
に
対
す
る

支
援
な
ど
に
、
同
１
５
０
億

円
、
令
和
4
年
度
第
二
次
補

正
予
算
10
億
円
と
合
わ
せ
て

１
６
０
億
円
を
計
上
。

線
状
降
水
帯
等
の
気
象
情

報
や
災
害
発
生
状
況
な
ど
の

防
災
情
報
の
適
確
な
把
握
・

提
供
な
ど
に
つ
い
て
、
気
象

衛
星
の
整
備
等
に
同
73
億
円
、

令
和
4
年
度
第
二
次
補
正
予

算
８
１
５
億
円
と
合
わ
せ
て

約
８
８
９
億
円
が
計
上
さ
れ

て
い
る
。

各
種
交
通
基
盤
整
備
で

は
、
災
害
に
強
い
道
路
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
の
構
築
へ
の
取
組

や
、避
難
や
救
命
救
急・復
旧

活
動
等
を
支
え
る
取
組
や
危

機
管
理
対
策
の
強
化
、
道
路

の
予
防
保
全
に
よ
る
老
朽
化

対
策
が
図
ら
れ
る
。

都
市
基
盤
整
備
の
推
進
で

は
、
昨
年
公
布
さ
れ
た
盛
土

規
制
法
に
よ
る
取
組
や
盛
土

の
安
全
性
把
握
調
査
、
対
策

工
事
等
に
支
援
措
置
を
通
じ

た
安
全
確
保
対
策
が
講
じ
ら

れ
る
。
ま
た
、
居
住
目
的
の

な
い
空
き
家
が
こ
こ
20
年
で

１
・
９
倍
に
も
増
加
。
空
き

家
除
却
等
の
さ
ら
な
る
促
進

に
加
え
、
周
囲
に
悪
影
響
を

及
ぼ
す
前
の
有
効
活
用
や
適

切
な
管
理
を
総
合
的
に
強
化

す
る
た
め
、「
空
家
等
対
策

の
推
進
に
関
す
る
特
別
措
置

法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

案
」
が
今
通
常
国
会
に
提
出

さ
れ
る
予
定
。

講
師
説
明
で
は
、
国
土
交

通
省
大
臣
官
房
の
須
藤
明
夫

会
計
課
長
、
内
閣
府
の
千
葉

信
義
政
策
統
括
官
（
防
災
担

当
）
付
参
事
官
（
総
括
担
当
）

が
両
省
の
令
和
５
年
度
予
算

案
に
つ
い
て
説
明
し
た
。

▽
伊
丹
市
（
兵
庫
県
）

〒
６
６
４
―
８
５
０
３

伊
丹
市
千
僧
１
―
１

電
話
番
号
、
フ
ァ
ク
ス
番
号

は
変
更
な
し

議
場
内
の
壁
や
机
に
は
兵

庫
県
産
材
の
杉
が
使
用
さ
れ

て
い
る
ほ
か
、
ユ
ニ
バ
ー
サ

ル
デ
ザ
イ
ン
に
配
慮
し
、
演

台
に
は
車
椅
子
に
対
応
し
た

昇
降
機
能
が
備
え
ら
れ
て
い

る
。

集水域

河川区域

氾濫域

「流域治水」の施策のイメージ：国土交通省資料


